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貸　借　対　照　表
（平成30年 3 月31日）

（単位：千円）
資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額
【流動資産】 57,677,331 【流動負債】 20,514,855

現 金 及 び 預 金 2,149,065 支 払 手 形 44,820
売 掛 金 185,859 買 掛 金 3,444,711
延 払 債 権 19,753,122 短 期 借 入 金 9,500,017
リ ー ス 債 権 8,227,460 一年以内返済予定長期借入金 5,145,000
リ ー ス 投 資 資 産 26,482,253 リ ー ス 債 務 50,774
営 業 貸 付 金 142,832 未 払 金 44,589
貯 蔵 品 53,842 未 払 費 用 55,972
前 払 費 用 140,931 未 払 法 人 税 等 7,708
賃 貸 料 等 未 収 入 金 123,100 前 受 金 3,473
未 収 収 益 295 前 受 収 益 389,159
未 収 リ ー ス 料 692,254 預 り 金 22,451
繰 延 税 金 資 産 42,152 延 払 未 実 現 利 益 1,772,092
そ の 他 34,350 賞 与 引 当 金 34,083
貸 倒 引 当 金 △ 350,189

【固定資産】 1,503,938 【固定負債】 28,135,381
（ 有 形 固 定 資 産 ） 884,458 長 期 借 入 金 27,350,000

賃 貸 資 産 809,732 リ ー ス 債 務 201,807
社 用 資 産 74,725 預 り 保 証 金 564,118

建 物 14,685 退 職 給 付 引 当 金 11,073
器 具 備 品 35,376 長 期 未 払 金 8,383
リ ー ス 賃 借 資 産 24,664

（ 無 形 固 定 資 産 ） 217,573
賃 貸 資 産 37 負 債 合 計 48,650,237
リ ー ス 賃 借 資 産 196,416 純 資 産 の 部
ソ フ ト ウ ェ ア 20,676 【株主資本】 10,531,031
電 話 加 入 権 443 資 本 金 100,000

（投資その他の資産） 401,905 資 本 剰 余 金 7,843,876
投 資 有 価 証 券 3,000 資 本 準 備 金 2,600,000
関 係 会 社 株 式 44,487 そ の 他 資 本 剰 余 金 5,243,876
保 証 金 52,606 利 益 剰 余 金 2,587,155
固 定 化 営 業 債 権 528,451 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,587,155
前 払 年 金 費 用 44,307 繰 越 利 益 剰 余 金 2,587,155
繰 延 税 金 資 産 191,262
そ の 他 の 投 資 2,400
貸 倒 引 当 金 △ 464,609 純 資 産 合 計 10,531,031
資 産 合 計 59,181,269 負 債 純 資 産 合 計 59,181,269
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損　益　計　算　書

（単位：千円）
科　　目 金　　額

売 上 高
リ ー ス 売 上 高 14,640,044
延 払 売 上 高 9,283,864
フ ァ イ ナ ン ス 収 益 14,127
受 取 手 数 料 5,169
そ の 他 の 売 上 高 1,326,041 25,269,247

売 上 原 価
リ ー ス 原 価 13,208,538
延 払 原 価 8,951,048
そ の 他 の 原 価 1,365,134
資 金 原 価 487,970 24,012,691

売 上 総 利 益 1,256,555

販売費及び一般管理費 1,656,983
営 業 損 失 △ 400,427

営 業 外 収 益
償 却 債 権 取 立 益 2,936
そ の 他 3,403 6,339

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6,565
そ の 他 158 6,723

経 常 損 失 △ 400,810

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 140 140

税 引 前 当 期 純 損 失 △ 400,951
法人税、住民税及び事業税 7,708
法 人 税 等 調 整 額 △ 63,030
当 期 純 損 失 △ 345,629

�自　平成29年 4 月 1 日�
�至　平成30年 3 月31日�
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（単位：千円）

株主資本

純
資
産
合
計

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株
主
資
本
合
計

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他 
利益剰余金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益 

剰余金

当期首残高 100,000 2,600,000 5,243,876 7,843,876 3,009,634 3,009,634 10,953,510 10,953,510

当期変動額

剰余金の配当 - - - - △ 76,849 △ 76,849 △ 76,849 △ 76,849

当期純損失 - - - - △ 345,629 △ 345,629 △ 345,629 △ 345,629

当期変動額合計 - - - - △ 422,478 △ 422,478 △ 422,478 △ 422,478

当期末残高 100,000 2,600,000 5,243,876 7,843,876 2,587,155 2,587,155 10,531,031 10,531,031

�自　平成29年 4 月 1 日�
�至　平成30年 3 月31日�
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個　別　注　記　表

１ .重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの
移動平均法による原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース賃借資産を除く）

ア．賃貸資産
見積賃貸期間を償却年数とし、賃貸期間終了時の処分見積価額
を残存価額とする定額法

イ．社用資産
定率法　（ただし、平成10年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物
付属設備は除く）並びに平成28年 4 月 1 日以降に取得した建物
付属設備及び構築物については、定額法を採用しております。）

②無形固定資産（リース賃借資産を除く）
ア．賃貸資産

見積賃貸期間を償却年数とし、賃貸期間終了時の処分見積価額
を残存価額とする定額法

イ．ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間
（ ５ 年）に基づく定額法

③リース賃借資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース賃借資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額を採用

�自　平成29年 4 月 1 日�
�至　平成30年 3 月31日�
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⑶　引当金の計上方法
①貸倒引当金

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員への賞与の支払いに備えるため、翌事業年度の支給見込額の
うち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

③退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
①ファイナンス・リース取引に係る売上高及び原価の計上基準

リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっ
ております。

②オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準
リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリー
ス料を基準として、その経過期間に対応するリース料を計上してお
ります。

③延払取引の延払売上高及び延払原価の計上基準
延払取引実行時にその債権総額を延払債権に計上し、延払契約によ
る支払期日を基準として当該経過期間に対応する延払売上高及び延
払原価を計上しております。
なお、支払期日未到来の延払債権に対応する未経過利益は、延払未
実現利益として繰延経理しております。

④金融費用の計上方法
金融費用は、営業収益に対応する金融費用とその他の金融費用を区
分計上することとしております。
その配分方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に
区分し、その資産残高を基準として営業資産に対応する金融費用は
資金原価に、その他の資産に対応する金融費用は営業外費用に計上
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しております。
なお、資金原価は、営業資産に係る金融費用からこれに対応する預
金の受取利息等を控除して計上しております。

⑸　ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たしている金利スワップについて特例処理に
よっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・・・・借入金の利息

③ヘッジ方針
借入金の金利の変動によるリスクを回避する目的で、金利スワップ
取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法
特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しており
ます。

⑹　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２ ．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産（未経過リース期間に関わるリース契約債権を

含む）及び担保に関わる債務
①担保に供している資産

リース投資資産・リース債権 １４,００２,８２７千円
延払債権 １,１１０,９５７千円
　計 １５,１１３,７８５千円

②担保に関わる債務
一年以内返済長期借入金 ５,１４５,０００千円
長期借入金 ２７,３５０,０００千円
　計 ３２,４９５,０００千円
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⑵　固定化営業債権
破産債権、更生債権、その他これらに準ずる債権を固定化営業債権

として計上しております。

⑶　有形固定資産の減価償却累計額
賃貸資産 １,４４０,４１７千円
社用資産 １２５,５６８千円
　計 １,５６５,９８６千円

⑷　リース債権の内訳
リース料債権部分 ８,１０８,３４３千円
見積残存価額部分 ６２９,５０７千円
受取利息相当額 △５１０,３９０千円
　計 ８,２２７,４６０千円

⑸　リース投資資産の内訳
リース料債権部分 ２５,６６６,８６４千円
見積残存価額部分 ３,８２１,２３９千円
受取利息相当額 △３,０１６,１６９千円
　計 ２６,４７１,９３５千円
転リース資産 １０,３１８千円
　計 ２６,４８２,２５３千円

⑹　リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の金額の回収
期日別内訳

リース債権 リース投資資産
１年以内 ３,３６６,１０６千円 ７,９６６,１９３千円
１年超２年以内 ２,２０１,４９４千円 ６,２８５,１２３千円
２年超３年以内 １,２６９,６５８千円 ４,４９６,８１４千円
３年超４年以内 ７４８,４０６千円 ３,０５６,６０７千円
４年超５年以内 ３０６,２６３千円 １,９１５,６４９千円
５年超 ２１６,４１３千円 １,９４６,４７６千円
　計 ８,１０８,３４３千円 ２５,６６６,８６４千円
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⑺　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料の金額
１年以内 ６７,１７０千円
１年超 １６７,７９８千円
　計 ２３４,９６９千円

⑻　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 ５,８５２,３２２千円
短期金銭債務 １１,０００,０１７千円
長期金銭債務 ７,０００,０００千円

⑼　預り手形� 1,554,010千円

３ ．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 １,０３１,０５４千円
売上原価 ４０２,１２４千円
販売費及び一般管理費 ２８５,３７９千円

⑵　資金原価の内訳
支払利息 ４８８,０４７千円
受取利息 ７７千円
　　差引 ４８７,９７０千円

４ ．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度末における発行済株式の種類及び総数
　　普通株式�１ ,０９７,８５０株

⑵　当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 配当金の総額 一株当たりの配当額 基準日 効力発生日

平成29年 6 月29日 
株主総会 76,849,500円 普通配当＠ 70円 平成29年 3 月31日 平成29年 6 月30日

⑶　当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
当事業年度の期末配当は無配につき、該当事項はありません。
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５ ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

（繰延税金資産）
貸倒引当金 ９５,８６２
繰越欠損金 １９１,６９５
その他 ３２,８６０
　小計 ３２０,４１８
評価性引当額 △７５,５０４
　合計 ２４４,９１４

（繰延税金負債）
その他 △１１,４９８
繰延税金資産の純額 ２３３,４１５

６ ．金融商品に関する注記
　 6 - 1 ．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社はリース事業を行い、必要な資金を銀行より調達しています。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
当社が保有する金融資産は現金及び預金、リース投資資産、リース

債権、延払債権、営業貸付金であり、顧客の契約不履行によってもた
らされる信用リスクに晒されています。

金融負債は主に借入金であり、支払期日にその支払いを実行できな
くなる流動性リスクに晒されています。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

当社は管理規定に従い、個別案件ごとの与信審査、信用情報管理、
社内格付問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営
しています。

②流動性リスクの管理
資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短バランスの調整

などによって流動性リスクを管理しています。
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　 6 - 2 .金融商品の時価等に関する事項
平成30年 3 月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額は、次の通りであります。
（単位：千円）

貸借対照表
計上額 時価 差額

⑴現金及び預金 2,149,065 2,149,065 −
⑵リース投資資産 26,482,253 
　　貸倒引当金（※ 1 ） △ 98,885 

26,383,368 28,252,867 1,869,498 
⑶リース債権 8,227,460 
　　貸倒引当金（※ 2 ） △ 31,099 

8,196,360 8,410,395 214,035 
⑷延払債権 19,753,122 
　　貸倒引当金（※ 3 ） △ 143,599 

19,609,522 19,554,801 △ 54,721 
⑸営業貸付金 142,832 
　　貸倒引当金（※ 4 ） △ 27,264 

115,568 115,568 −
　資産　計 56,453,885 58,482,698 2,028,812 
⑹借入金（※ 5 ） 41,995,017 42,626,557 631,540 
　負債　計 41,995,017 42,626,557 631,540 
⑺デリバティブ取引 − − −

（※ 1 ）リース投資資産に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（※ 2 ）リース債権に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（※ 3 ）延払債権に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（※ 4 ）営業貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（※ 5 ）借入金は短期借入金、 1 年以内返済予定長期借入金、長期借入金の合計になります。

（注 1 ）金融商品の時価算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

資産
⑴　現金及び預金

預金は全て残存期間 6 カ月以下であり、時価は帳簿価額と近似してい
ると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。

⑵　リース投資資産
リース投資資産の期間に基づく区分ごとに、市場金利、貸倒実績率を

加味した割引将来キャッシュ・フロー法により時価を算定しております。
なお、残存期間が 6 カ月以内のものは、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。
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また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、
見積将来キャッシュ・フローの現在価値または担保及び保証による回収
見込額に基づいて貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額
を時価としております。

⑶　リース債権
リース債権の期間に基づく区分ごとに、市場金利、貸倒実績率を加味

した割引将来キャッシュ・フロー法により時価を算定しております。な
お、残存期間が ６ カ月以内のものは、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額を時価としております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、
見積将来キャッシュ・フローの現在価値または担保及び保証による回収
見込額に基づいて貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額
を時価としております。

⑷　延払債権
延払債権の期間に基づく区分ごとに、市場金利、貸倒実績率を加味し

た割引将来キャッシュ・フロー法により時価を算定しております。なお、
残存期間が 6 カ月以内のものは、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額を時価としております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、
見積将来キャッシュ・フローの現在価値または担保及び保証による回収
見込額に基づいて貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額
を時価としております。

⑸　営業貸付金
営業貸付金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映

するため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。固定金利によるものは、営業貸付金の期間に基づく
区分ごとに、市場金利、貸倒実績率を加味した割引将来キャッシュ・フ
ロー法により時価を算定しております。なお、残存期間が 6 カ月以内の
ものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、
見積将来キャッシュ・フローの現在価値または担保及び保証による回収
見込額に基づいて貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額
を時価としております。
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負債
⑹　借入金

借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映する
ため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と
しております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の借入に
おいて想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、借
入金の中には、金利スワップの特例処理の対象とされたものがあり、当
該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の借入に
おいて想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

なお、残存期間が 6 カ月以内のものは、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑺　デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
②ヘッジ会計が適用されるもの　　　：�ヘッジ会計の方法ごとの決算日

における契約額または契約にお
いて定められた元本相当額等は、
次のとおりです。

（単位：千円）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ 
取引の種類等

主なヘッ
ジ対象

契約額等 時価 当該時価の
算定方法うち 1 年超

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期
借入金 11,100,000 11,100,000 （※）

（※）�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし
て処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注 2 ）�投資有価証券 3,000千円、及び関係会社株式 44,487千円は非上場株式
であり、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もる
ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた
め、上表に記載しておりません。
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7 ．関連当事者との取引に関する注記
⑴　親会社及び法人主要株主等

（千円）

属
性

会社等
の名称 所在地 資本金 事業の

内容
議決権の 
所有割合 

（被所有割合）

関連当事者 
との関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

親
会
社

株式会社 
関西
アーバン
銀行

大阪市
中央区

47,039
百万円 銀行業

（被所有） 
直接　 
89.0％

リース取引
資金の借入

資金の借入
（注 1）

－ 短期借入金 8,000,017

一年以内返済予定 
長期借入金

3,000,000

長期借入金 7,000,000
資金の預入 預金 1,985,837
受取ﾘｰｽ料
（注 2）

1,031,054 リース投資資産 3,866,485

支払利息 298,949

（千円）

属
性

会社等
の名称 所在地 資本金 事業の

内容
議決権の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の 
内容 取引金額 科目 期末残高

親
会
社

株式会社 
三井住友

銀行

東京都
千代田区

1,770,996
百万円 銀行業 なし 資金の

借入

資金の借入
（注 1）

－ 長期借入金 9,000,000

資金の預入 預金 52,567
支払利息 103,199

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注 1 ）	�資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に

決定しております。�  
なお、株式会社関西アーバン銀行については担保は提供しており
ません。

（注 2 ）	�リース取引については、市場実勢に基づく見積を提出の上契約を
受注しており、一般的取引と同様の条件によっております。

（注 3 ）	取引金額には消費税等は含まれておりません。
（注 4 ）	�株式会社りそなホールディングスが平成29年12月27日から実施し

ておりました、株式会社関西アーバン銀行の普通株式に対する公
開買付け（以下､ ｢本公開買付け｣）が平成30年 2 月14日をもって終
了した結果、平成30年 2 月20日（本公開買付けの決済の開始日）付
けで、株式会社三井住友銀行は､ 株式会社関西アーバン銀行の親
会社に該当しないこととなり､ 当社の親会社にも該当しないこと
となりました。

⑵　親会社に関する情報
株式会社関西アーバン銀行（東京証券取引所に上場）
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⑶　兄弟会社等
（千円）

属
性

会社等
の名称 所在地 資本金 事業の

内容

議決権の
所有割合

（被所有割合）

関連当事者
との関係

取引の 
内容

取引
金額 科目 期末

残高

親
会
社
の

子
会
社

株式会社 
みなと
銀行

神戸市
中央区

27,484
百万円 銀行業 なし 資金の

借入

資金の借入
（注 1）

500,000 長期借入金 900,000

資金の預入 預金 1,013
支払利息 5,680

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注 1 ）	�資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に

決定しております。
（注 2 ）	�株式会社りそなホールディングスが 平成29年12月27日から実施し

ておりました、株式会社みなと銀行の普通株式に対する公開買付
け（以下､ ｢本公開買付け｣）が平成30年 2 月14日をもって終了した
結果、平成30年 2 月20日（本公開買付けの決済の開始日）付けで、
株式会社三井住友銀行は､ 株式会社みなと銀行の親会社に該当し
ないこととなり､ そのため、株式会社みなと銀行も当社の親会社
の子会社に該当しないこととなっております。

８ ．１ 株当たり情報に関する注記
⑴　 １ 株当たり純資産額� ９,５９２円７７銭
⑵　 １ 株当たり当期純損失� △３１４円８２銭

（注）�貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表の
金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。


